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連結株主資本等変動計算書
(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで

　
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
千円 千円 千円 千円 千円

当 期 首 残 高 3,000,000 8,487,952 17,167,307 △1,216,809 27,438,450
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 △563,741 　 △563,741
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 3,529,537 　 3,529,537
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △141 △141
自 己 株 式 の 処 分 1,666,863 459,673 2,126,537
土地再評価差額金取崩 1,702 1,702
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 － 1,666,863 2,967,498 459,532 5,093,894
当 期 末 残 高 3,000,000 10,154,816 20,134,805 △757,277 32,532,344
　

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 4,949,437 △1,282 2,153,819 287,481 7,389,456 202,240 35,030,146
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 － 　 △563,741
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 － 　 3,529,537
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 － 　 △141
自 己 株 式 の 処 分 － 2,126,537
土地再評価差額金取崩 － 1,702
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △369,367 1,282 △1,702 △100,313 △470,102 13,050 △457,051

当 期 変 動 額 合 計 △369,367 1,282 △1,702 △100,313 △470,102 13,050 4,636,842
当 期 末 残 高 4,580,069 － 2,152,116 187,167 6,919,354 215,290 39,666,989
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 23社
連結子会社の名称
三重交通㈱、三交不動産㈱、御在所ロープウエイ㈱、三重いすゞ自動車㈱、
㈱三交クリエイティブ・ライフ、三重交通商事㈱、㈱三重カンツリークラブ、
三交興業㈱、名阪近鉄バス㈱、㈱三交タクシー、三重急行自動車㈱、
㈱三交コミュニティ、三交伊勢志摩交通㈱、㈱観光販売システムズ、
㈱三交シーエルツー、八風バス㈱、ミドリサービス㈱、名阪近鉄旅行㈱、
㈱三交不動産鑑定所、鳥羽シーサイドホテル㈱、㈱三交イン、
㈱三交ドライビングスクール、三交ウェルフェア㈱

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の数及び会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 ２社
持分法を適用した関連会社の名称
三重県観光開発㈱、㈱松阪カントリークラブ

② 持分法を適用しない関連会社の名称等
会社等の名称
㈱エム・エス・ピー
持分法を適用していない理由
持分法を適用していない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな
いため、持分法の適用会社から除外しております。

③ 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る計算書
類を使用しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法
ア 有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券
時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……移動平均法による原価法

イ たな卸資産の評価基準及び評価方法
・商 品 及 び 製 品……主として売価還元法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
・販 売 用 不 動 産……個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）
・仕 掛 品……個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）
・原材料及び貯蔵品……主として移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
② 固定資産の減価償却の方法
ア 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
……定率法によっております。ただし、賃貸資産、環境エネルギー事業に係る資産及び
運搬具のうちバス車両、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。
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　 （会計方針の変更）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号 平成28年６月17日）を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築
物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。なお、当連結会計年度において、連結計算
書類に与える影響は軽微であります。

イ 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ウ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間
を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 引当金の計上基準
ア 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

イ 製 品 保 証 引 当 金……分譲土地建物のアフターサービス費用等の支払に備えるため、過去の支払実績を基
礎に将来の補修費等見積額を計上しております。

ウ ポ イ ン ト 引 当 金……販売促進を目的として購入顧客に付与したポイントの使用に備えるため、将来使用
されると見込まれる額を計上しております。

エ 賞 与 引 当 金……従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
オ 旅行券引換引当金……発行済旅行券の未使用分について、一定期間後収益に計上したものに対する将来の

使用に備えるため、過去の引換率を基に見積額を計上しております。
カ 修 繕 引 当 金……環境エネルギー事業の発電設備につき、定期修繕費用の支出に備えるため、修繕計

画による支出見込額のうち、当連結会計年度において発生していると認められる額を
計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ア 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退
職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９～11年）による

定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（８～11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
イ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受領時に営業収益と売上原価を計上する方法によっております。
ウ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除
く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成
基準を適用しております。

エ 支払利息の原価算入
期間費用として処理しております。
ただし、特定の大規模開発事業に係る借入金等の支払利息については取得原価に算入しております。
なお、当連結会計年度において取得原価に算入した支払利息はありません。
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オ ヘッジ会計の処理
・ヘッジ会計の方法……特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。
・ヘッジ手段とヘッジ対象……(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

　 金利スワップ 借入金
・ヘ ッ ジ 方 針……金利変動リスクの回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。
・ヘッジの有効性評価の方法……金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略

しております。
カ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処
理しております。

キ 連結納税制度の適用
　 当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。
ク 追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当
連結会計年度から適用しております。

2. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
① 前連結会計年度において、独立掲記していた「固定資産売却益」（前連結会計年度437,249千円）は、金銭的
重要性がなくなったため、当連結会計年度においては特別利益「その他」に含めて表示しております。

　② 前連結会計年度において、特別利益「その他」に含めていた「補助金収入」（前連結会計年度20,801千円）、
「投資有価証券売却益」（前連結会計年度2,229千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度におい

　 ては独立掲記しております。
　③ 前連結会計年度において、特別損失「その他」に含めていた「固定資産圧縮損」（前連結会計年度17,299千
　 円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度においては独立掲記しております。

3. 連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

（道路交通事業財団）
建物 473,736千円
車両 44,241千円
土地 1,367,135千円
　 計 1,885,113千円
上記担保資産の対象となる債務は、１年内返済予定の長期借入金70,000千円、長期借入金52,500千円であ
ります。
（その他）
商品及び製品 52,560千円
販売用不動産 4,291,647千円
建物 11,569,233千円
土地 15,540,794千円
投資有価証券 2,251,948千円
(うち関係会社株式) (1,780,841千円)
　 計 33,706,185千円
上記担保資産の対象となる債務は、買掛金66,354千円、短期借入金9,880,000千円、１年内返済予定の長期
借入金12,276,741千円、流動負債「その他」240,724千円、長期借入金32,428,446千円及び長期預り保証金
6,564,011千円であります。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 82,801,722千円
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（3）保証債務
連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
亀山サンシャインパーク㈱
（借入債務） 27,673千円

一般顧客等
（住宅ローン等） 220,961千円

　 計 248,634千円
（4）土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び同改正法（平成11年３月31日公布法律
第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負
債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま
す。
（再評価の方法）
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定士
による鑑定評価によっております。
（再評価を行った年月日）
　平成12年３月31日
（同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額）
再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を記載しておりません。

（5）コミットメントライン契約
不慮の支出に備える等の理由から、取引銀行１行とコミットメントライン契約（特定融資枠契約）を締結してお
ります。借入枠は1,000,000千円であり、実行残高はありません。

　
4. 連結損益計算書に関する注記
（1）減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 場所 種類 減損損失
（千円）

事業用資産９件 愛知県名古屋市中区他 土地及び建物等 185,399

賃貸資産 ５件 岐阜県大垣市他 土地及び建物等 45,875

遊休資産 ７件 三重県津市他 土地等 4,529
当社グループは、事業用資産及び賃貸資産については管理会計上の区分を基準に概ね独立したキャッシュ･フロ

ーを生み出す単位毎に、遊休資産については個別物件単位で、資産のグルーピングを行っております。
事業用資産及び賃貸資産のうち営業活動から生じる損益がマイナスの資産及び土地の市場価格が下落している

資産について、また、遊休資産のうち現時点における使用見込がなく、市場価格が下落している資産について、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（235,803千円）として特別損失に計上しておりま
す。減損損失の内訳は、土地95,552千円、建物121,417千円、その他18,834千円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価

に準ずる評価額により算定しております。それ以外の固定資産に係る正味売却価額は市場価格等により評価して
おります。

（2）たな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額
商品売上原価に収益性の低下した販売用不動産の簿価切下げ額178,441千円が含まれております。
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5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
　 ① 普通株式 107,301 千株
　 ② 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の
株 式 数(千株)

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数(千株)

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末の
株 式 数(千株)

普通株式 13,344 0 5,041 8,303
　（注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるもの（0千株）であります。　　 自己株式数の減少は、公募及び第三者割当による自己株式の処分（5,041千株）であります。
（2）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成28年６月21日
定時株主総会 普通株式 563,741 6.0 平成28年３月31日 平成28年６月22日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成29年６月23日
定時株主総会 普通株式 692,983 7.0 平成29年３月31日 平成29年６月26日

（注） 配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
　
6. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達
しております。
受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理方針に沿ってリスク低減を図っております。投資

有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しておりま

す。なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
（2）金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれて
おりません。

連結貸借対照表計上額(※１)
（千円）

時価(※１)
（千円）

差額
（千円）

① 現金及び預金 2,757,077 2,757,077 -
② 受取手形及び売掛金 7,129,196 7,129,196 -
③ リース投資資産 1,786,987 1,786,987 -
④ 投資有価証券
　 その他有価証券 9,811,280 9,811,280 -
⑤ 支払手形及び買掛金 (5,571,914) (5,571,914) -
⑥ 短期借入金 (22,634,000) (22,634,000) -
⑦ 長期借入金(※２) (54,203,906) (55,718,185) (1,514,279)

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※２）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
　
（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
①現金及び預金並びに②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

③リース投資資産
時価については、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。その結果、時価は帳簿価額にほぼ等しかったことから、当該帳簿価額によっております。
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④投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤支払手形及び買掛金並びに⑥短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑦長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法によっております。一部の変動金利による長期借入金は金利スワップ取引の特例処理の対象とされ
ており、当該金利スワップ取引と一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に適用
される合理的に見積られた利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
（注2） 投資有価証券において非上場株式（連結貸借対照表計上額1,375,912千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④投資有
価証券 その他有価証券」には含めておりません。また、長期預り保証金（連結貸借対照表計上額13,077,259
千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、表中には含めておりません。

　
7. 賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

連結子会社の一部では三重県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び商業施設（土地を含む）等を
有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）

45,136,223 54,672,478
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用いて

調整したものを含む。）であります。
　
8. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 398円51銭
（2）１株当たり当期純利益 35円95銭
　
9. 資産除去債務に関する注記
（1）資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
① 当該資産除去債務の概要

事務所等の不動産賃貸借契約及び発電設備に係る原状回復義務等であります。
② 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を、当該契約の期間に応じて１～30年と見積り、割引率は0～2.165％を使用して資産除去債
務の金額を計算しております。

③ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 776,455千円
取得に伴う増加額 271,645千円
時の経過による調整額 10,395千円
期末残高 1,058,496千円

（2）連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
連結子会社が使用している事務所等の一部については、不動産賃貸借契約により、事業終了時または退去時に

おける原状回復義務に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃貸資産の使用期間が明確でなく、現在
のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。また、一部の
建物について、解体時におけるアスベスト除去費用に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する建物の
撤去時期が明確でなく、将来解体する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。
そのため当該資産に見合った資産除去債務を計上しておりません。

　
　
　 本連結注記表中、千円単位の記載金額は千円未満を、千株単位の記載株式数は千株未満をそれぞれ切り捨てて

表示しております。
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株主資本等変動計算書
(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで

　
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 3,000,000 750,000 10,032,698 10,782,698
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 －
当 期 純 利 益 　 　 　 －
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 －
自 己 株 式 の 処 分 1,341,479 1,341,479

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,341,479 1,341,479
当 期 末 残 高 3,000,000 750,000 11,374,177 12,124,177
　

株 主 資 本

純資産合計
利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 3,407,221 3,407,221 △2,078,161 15,111,758 15,111,758
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △563,741 △563,741 　 △563,741 △563,741
当 期 純 利 益 1,563,624 1,563,624 　 1,563,624 1,563,624
自 己 株 式 の 取 得 　 △141 △141 △141
自 己 株 式 の 処 分 785,058 2,126,537 2,126,537

当 期 変 動 額 合 計 999,883 999,883 784,916 3,126,278 3,126,278
当 期 末 残 高 4,407,104 4,407,104 △1,293,244 18,238,037 18,238,037
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
・子会社株式及び関連会社株式

……移動平均法による原価法
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
・原材料及び貯蔵品 ……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）
（2）引当金の計上基準

賞 与 引 当 金 ……従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
（3）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び
地方消費税は、当期の費用として処理しております。

②連結納税制度の適用……連結納税制度を適用しております。
③追加情報 ……「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当期から適用しております。

2. 表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
　前期において流動資産「その他」に含めていた「預け金」（前期9,957千円）は、重要性が増したため、当期にお
いて独立掲記しております。

3. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
① 短期金銭債権 3,285,657千円
② 長期金銭債権 1,592千円
③ 短期金銭債務 681,054千円

　
4. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 営業収益 2,476,363千円
② 営業費用 240,991千円
③ 営業取引以外の取引 2,954千円

　
5. 株主資本等変動計算書に関する注記
当期末における自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首の
株 式 数 （千 株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末の
株 式 数 （千 株）

普通株式 13,344 0 5,041 8,303
　 （注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるもの（0千株）であります。
　 自己株式数の減少は、公募及び第三者割当による自己株式の処分（5,041千株）であります。

6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は賞与引当金、未払事業税等であります。
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7. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額
（千円）
(注９)

科 目 期末残高
（千円）

子会社

三重交通㈱ 所有
直接100％

資金の貸借

役員の兼任

配当の受取(注１) 569,164 ― ―
経営管理料の受取
(注２) 274,896 ― ―

設備使用料の受取
(注３) 588 ― ―

業務委託料(注４) 104,760 ― ―
施設の賃借(注５) 64,577 ― ―
広告宣伝費(注６) 26,668 ― ―
ＣＭＳによる資金
の預け金(注７) 1,772,438 預け金 2,131,179

利息の受取(注７) 1,962 その他流動資産 757
ＣＭＳによる資金
の借入(注７) 187,178 短期借入金 560,000

利息の支払(注７) 991 未払金 7
連結納税に伴う受
取予定額 119,620 未収入金 119,620

三交不動産㈱ 所有直接100％ 役員の兼任

配当の受取(注８) 546,749 ― ―
経営管理料の受取
(注２) 355,506 ― ―

設備使用料の受取
(注３) 3,540 ― ―

賃借料 1,888 ― ―
連結納税に伴う受
取予定額 804,508 未収入金 804,508

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） １株につき7.82円（所有株数72,783,183株）の配当金を受け取っております。
（注２） 前３年内事業年度における営業収益、営業費用、経常利益及び総資産額の各平均値を基礎数値に各社の構成

比率を算出して、経営管理料を決定しております。
（注３） 当該設備の使用状況により各社の構成比率を算出して、設備使用料を決定しております。
（注４） 三重交通㈱より提示された業務委託料を毎期見直し、価格決定をしております。
（注５） 三重交通㈱より提示された賃借料を毎期見直し、価格決定をしております。
（注６） 三重交通㈱より提示された広告料を価格交渉の上で決定をしております。
（注７） 当社は三重交通㈱が導入しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参加しており、利息の

受取はＣＭＳに係るものであります。また、取引金額は平均貸付残高を記載しております。利率は市場金利を
勘案して決定しております。

（注８） １株につき142.68円（所有株数3,832,000株）の配当金を受け取っております。
（注９） 取引金額には消費税等を含めておりません。
　
8. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 184円23銭
（2）１株当たり当期純利益 15円93銭
　

本個別注記表中、千円単位の記載金額は千円未満を、千株単位の記載株式数は千株未満をそれぞれ切り捨てて
表示しております。
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